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第一部 【企業情報】 
  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

（注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第52期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

回次 
第51期 

第１四半期 
連結累計期間 

第52期 
第１四半期 
連結累計期間 

第51期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 

至 平成27年６月30日 

自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日 

自 平成27年４月１日 

至 平成28年３月31日 

売上高 (百万円) 35,947 9,371 137,130 

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 6,202 △2,494 19,965 

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益又は親会社株主に帰属する 
四半期純損失（△） 

(百万円) 4,282 △1,910 10,485 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,819 △3,122 9,516 

純資産額 (百万円) 370,066 339,731 348,941 

総資産額 (百万円) 420,467 385,840 414,183 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 
又は１株当たり四半期純損失金額（△) 

(円) 50.10 △23.58 126.78 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

(円) 50.05 － 122.54 

自己資本比率 (％) 88.0 87.9 84.1 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）におけるわが国経済は、雇用・所得

環境の改善等により緩やかな回復基調が続いておりますが、海外景気の下振れ懸念や年初からの円高・株式市場の

下落等により景気の先行きには不透明感が残る状況にあります。 

当パチンコ・パチスロ業界では、パチンコパーラーの団体である全日本遊技事業協同組合連合会が「伊勢志摩サ

ミット」開催に関連して５月の１ヶ月間全国的に遊技機の入替自粛を決定いたしました。また、６月27日付で業界

14団体で構成するパチンコ・パチスロ産業21世紀会が「遊技業界における健全化推進に関する声明」を公表し、

「検定機と性能が異なる可能性のあるぱちんこ遊技機」の年内回収・撤去方針と、身近で手軽に安心して遊技でき

る環境整備に取り組む姿勢が示され、遊技機メーカーには遊びやすい多様な遊技機の開発が求められております。 

こうした中、当社グループでは実質的に５月はパチンコ・パチスロの販売ができないことを踏まえて、版権を使

用しないオリジナル商品を中心に展開し販売機種数を絞った結果、パチンコで３タイトル、パチスロで１タイトル

といたしました。一方、パチンコパーラーは、上記「声明」に伴う大規模なパチンコの回収・撤去による先行き不

透明の中、投資意欲の盛り上がりに欠け、新台購入には慎重な姿勢を継続しております。 

以上の結果、売上高93億円（前年同四半期比73.9％減）、営業損失26億円（前年同四半期は57億円の営業利

益）、経常損失24億円（前年同四半期は62億円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純損失19億円（前年同

四半期は42億円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となりました。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

①パチンコ機関連事業 

パチンコ機関連事業につきましては、売上高56億円（前年同四半期比72.9％減）、営業損失15億円（前年同四半

期は36億円の営業利益）、販売台数15千台となりました。主な販売タイトルは、ＳＡＮＫＹＯブランドの「フィー

バー夢福神」（平成28年５月）、ＪＢブランドの「パトラッシュＪ」（平成28年４月）であります。 

②パチスロ機関連事業 

パチスロ機関連事業につきましては、売上高21億円（前年同四半期比81.6％減）、営業利益19百万円（同99.4％

減）、販売台数４千台となりました。販売タイトルは、ＳＡＮＫＹＯブランドの「パチスロ トータル・イクリプ

ス」（平成28年４月）の１タイトルにとどまりました。 

③補給機器関連事業 

補給機器関連事業につきましては、売上高15億円（前年同四半期比56.5％減）、営業利益29百万円（同64.3％

減）となりました。 
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④その他 

その他につきましては、売上高1億円（前年同四半期比36.2％減）、営業損失1億円（前年同四半期は1億円の営業

損失）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は3,858億円であり、前連結会計年度末と比べ283億円減少しました。これ

は主に、有価証券が90億円増加となりましたが、受取手形及び売掛金が170億円、現金及び預金が108億円、投資有

価証券が102億円それぞれ減少したことによるものであります。 

負債は461億円であり、前連結会計年度末と比べ191億円減少しております。これは主に、支払手形及び買掛金が

132億円、未払金（流動負債「その他」に含む）が47億円それぞれ減少したことによるものであります。 

純資産は前連結会計年度末と比べ92億円減少しました。これは主に、配当金の支払い60億円、親会社株主に帰属

する四半期純損失を19億円計上、その他有価証券評価差額金が12億円減少したことによるものであります。この結

果、純資産は3,397億円となり、自己資本比率は3.8ポイント増加し、87.9％となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は39億円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①  【株式の総数】 
  

  

②  【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 144,000,000 

合計 144,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年８月10日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 89,597,500 89,597,500 
東京証券取引所 
（市場第一部） 単元株式数は100株 

合計 89,597,500 89,597,500 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日 

－ 89,597,500 － 14,840 － 23,750 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

①  【発行済株式】 

平成28年６月30日現在

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,100株（議決権数31

個）含まれております。 

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式19株及び証券保管振替機構名義の株式60株

が含まれております。 

  

②  【自己株式等】 

平成28年６月30日現在

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） （自己保有株式） 

普通株式 

  
  

－ 
  

単元株式数は100株 8,420,600 

完全議決権株式（その他） 普通株式 81,027,000 810,270 同上 

単元未満株式 普通株式 149,900 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数   89,597,500 － 単元株式数は100株 

総株主の議決権 － 810,270 － 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 

の割合(％) 

（自己保有株式）           

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 
東京都渋谷区渋谷
三丁目29番14号 

8,420,600 － 8,420,600 9.39 

合計 － 8,420,600 － 8,420,600 9.39 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 96,906 86,053 

    受取手形及び売掛金 33,841 16,796 

    有価証券 173,001 182,005 

    商品及び製品 47 311 

    仕掛品 92 21 

    原材料及び貯蔵品 1,339 1,584 

    その他 11,081 11,077 

    貸倒引当金 △2 △1 

    流動資産合計 316,307 297,849 

  固定資産     

    有形固定資産 44,488 44,395 

    無形固定資産     

      のれん 1,004 819 

      その他 342 321 

      無形固定資産合計 1,347 1,141 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 46,131 35,915 

      その他 6,314 6,944 

      貸倒引当金 △26 △25 

      投資損失引当金 △379 △379 

      投資その他の資産合計 52,040 42,453 

    固定資産合計 97,876 87,991 

  資産合計 414,183 385,840 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 23,689 10,473 

    未払法人税等 3,113 222 

    賞与引当金 839 1,351 

    その他 9,416 5,817 

    流動負債合計 37,058 17,864 

  固定負債     

    新株予約権付社債 20,086 20,081 

    退職給付に係る負債 4,445 4,521 

    資産除去債務 63 63 

    その他 3,587 3,578 

    固定負債合計 28,183 28,244 

  負債合計 65,241 46,109 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 14,840 14,840 

    資本剰余金 23,750 23,750 

    利益剰余金 345,918 337,918 

    自己株式 △39,700 △39,697 

    株主資本合計 344,807 336,811 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 3,839 2,609 

    退職給付に係る調整累計額 △232 △214 

    その他の包括利益累計額合計 3,607 2,395 

  新株予約権 526 524 

  純資産合計 348,941 339,731 

負債純資産合計 414,183 385,840 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 35,947 9,371 

売上原価 20,422 4,568 

売上総利益 15,524 4,803 

販売費及び一般管理費 9,754 7,466 

営業利益又は営業損失（△） 5,770 △2,662 

営業外収益     

  受取利息 180 102 

  受取配当金 295 332 

  その他 94 62 

  営業外収益合計 570 496 

営業外費用     

  持分法による投資損失 110 326 

  その他 27 1 

  営業外費用合計 138 328 

経常利益又は経常損失（△） 6,202 △2,494 

特別損失     

  固定資産廃棄損 7 8 

  ゴルフ会員権売却損 － 7 

  特別損失合計 7 15 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前 
四半期純損失（△） 

6,195 △2,510 

法人税、住民税及び事業税 1,610 162 

法人税等調整額 302 △763 

法人税等合計 1,913 △600 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,282 △1,910 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社 
株主に帰属する四半期純損失（△） 

4,282 △1,910 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,282 △1,910 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 521 △1,222 

  退職給付に係る調整額 14 16 

  持分法適用会社に対する持分相当額 1 △5 

  その他の包括利益合計 537 △1,211 

四半期包括利益 4,819 △3,122 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 4,819 △3,122 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】 

（会計方針の変更等) 

  

（追加情報) 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。 

  

  

 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。 
 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。 
 

  
前第１四半期連結累計期間 

(自  平成27年４月１日 

  至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年４月１日 

  至  平成28年６月30日) 

減価償却費 927百万円 710百万円 

のれんの償却額 184百万円 184百万円 
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（株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日） 

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 6,421 75.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 6,088 75.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金 
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（セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モバイルコンテンツサービス、

不動産賃貸、ゴルフ場運営、一般成形部品販売等の事業であります。 

   ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門に係る一般

管理費であります。 

   ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モバイルコンテンツサービス、

不動産賃貸、ゴルフ場運営、一般成形部品販売等の事業であります。 

   ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門に係る一般

管理費であります。 

   ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。 

    

２ 報告セグメントの変更等に関する事項 

    会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、セグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。 

  

 

(単位：百万円)

  

報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

(注)３ 
パチンコ機
関連事業 

パチスロ機
関連事業 

補給機器 
関連事業 

計 

売上高                 

 外部顧客への売上高 20,762 11,504 3,486 35,753 194 35,947 － 35,947 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

－ － － － － － － － 

計 20,762 11,504 3,486 35,753 194 35,947 － 35,947 

セグメント利益 

又は損失（△） 
3,650 3,251 84 6,986 △177 6,808 △1,038 5,770 

 

(単位：百万円)

  

報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

(注)３ 
パチンコ機
関連事業 

パチスロ機
関連事業 

補給機器 
関連事業 

計 

売上高                 

 外部顧客への売上高 5,619 2,111 1,517 9,247 124 9,371 － 9,371 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

－ － － － － － － － 

計 5,619 2,111 1,517 9,247 124 9,371 － 9,371 

セグメント利益 

又は損失（△） 
△1,505 19 29 △1,455 △193 △1,649 △1,013 △2,662 
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（１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

  
前第１四半期連結累計期間

(自  平成27年４月１日 

  至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(自  平成28年４月１日 

  至  平成28年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 
又は１株当たり四半期純損失金額（△) 

  50円10銭 △23円58銭 

(算定上の基礎)       

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 
又は親会社株主に帰属する四半期純損失
金額（△） 

（百万円） 4,282 △1,910 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額又は親会社株主に帰属
する四半期純損失金額（△） 

（百万円） 4,282 △1,910 

普通株式の期中平均株式数 （株） 85,474,128 81,023,173 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 50円05銭 － 

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 （百万円） － － 

普通株式増加数 （株） 82,382 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

－ － 

（注) 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年８月10日

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 

（登記社名 株式会社三共） 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＡＮ

ＫＹＯの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＡＮＫＹＯ及び連結子会社の平成28年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 

新日本有限責任監査法人 
 

 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    布 施 木  孝 叔    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    三  宅  孝  典    ㊞ 
 

  

(注) １  上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２  XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年８月10日 

【会社名】 株式会社 ＳＡＮＫＹＯ 

（登記社名 株式会社 三共） 

【英訳名】 SANKYO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 筒 井 公 久 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷三丁目29番14号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長筒井公久は、当社の第52期第１四半期（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 




